


はじめに 

 新型コロナウイルス感染症に関しては、令和２年１月１５日に日本で初
めての感染者が確認され、その後、中国武漢市からの観光ツアー客を乗せ
たバスの運転手の感染が確認されました。 
 そして、２月に入り、大型クルーズ船による船内感染が確認され、翌３
月には、欧州など海外からの帰国者による感染拡大と感染者との接触によ
るクラスター感染及び３連休中の警戒感の緩みからの感染拡大、さらに台

東区の総合病院のような院内感染の発生に伴う感染者数の増加など医療崩壊が危ぶまれる中、４月
下旬の緊急事態宣言にまで至っております。その宣言解除から約１か月余は、検査体制の整備も強
化され感染者の数も減少しておりました。 
 しかし、６月に入り、徐々に、企業活動や教育活動の再開、出入国制限の緩和により健康観察の
対象となる帰国者・入国者の増加といった要因も重なり感染者が増加に転じ、その後第２波突入と
いった流れで推移しております。現状では、以前の市  活を取り戻しつつある中、GоTоキャ
ンペーンともあいまって、首都圏などの大都市への往来及び感染経路不明等の原因での感染者も散
見され今後も予断を許さない状況にあります。 
 本市としては、５月の第１次新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、６月の第２次
同臨時交付 等を活 しながら、市 への感染拡 防 と経済活動の回復を主眼とした施策を、市
議会の理解を得ながら講じているところですが、今後、秋から冬に向かってインフルエンザの発症
時期と重なることや収束が えない等の不安払拭と、ウィズコロナと われるように、市  活を
維持しつつコロナ対策を講じていくという使命を果たしていくことが重要です。 
 そこで、本市では、こうした状況に鑑み、新型コロナウイルスワクチンが開発され市 に供給さ
れるまでの間、市 の不安払拭と感染防 、そして市内経済の回復を 指すため、コロナ対策の指
針とも言うべきビジョンをここに策定いたします。 

 令和２年１０月   

筑西市長 須 藤   茂
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Ⅰ

複合災害（風水害等)へ
の備え

1 災害避難に係る環境

整備

①災害時の情報伝達・情報共有のための
オンライン導入に要する初期費用
②円滑な避難所運営と避難所における
空調設備や専門職員配置等の環境整備
③避難所での備品確保・消耗品等の配置

④避難マニュアルの作成と周知方法

⑤避難所従事職員に係る衛生管理の徹底

2 分散避難に係る情報

提供と避難者把握

①分散避難者の情報把握

②分散避難に係る情報提供と周知

③分散避難に係る避難マニュアル的な
書類の作成・配布

3 診療体制づくり

①地元医師会との協力・連携の強化

②各診療所・クリニック等への支援

③PCR検査センターの運営延 

4 クラスター感染対策
①避難所の空調設備の充実

②市内のホテル・旅館業組合との連携
協定

Ⅱ

冬季期間における備え

1 インフルエンザ対策
①予防接種への補助又は無償化の検討

②予防接種の推奨と広報活動等の充実

2 PCR検査体制の拡充

①短時間でできる検査体制の構築

②医師会、関係部署との連携強化

③発熱外来、相談窓口等の設置検討

3 冬季期間における

環境整備

①換気と防寒対策

②公共施設等の衛生対策

③広報活動による感染症予防対策
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Ⅲ

１年以上先を見据えた
備え

１ 執務環境・業務

体制の見直し

①執務環境の整備

②勤務体制の見直し

③テレワークやオンライン会議の積極的
な導入

④セキュリティ対策

２  接触型の市 

サービスの導入

①各種申請に係るオンライン化の導入.

②キャッシュレス決済システムの導入

③リモートを活用した相談業務の確立

④オンラインシステム導入の周知

３ PCR検査体制や

医療体制の強化

①PCR検査センターの 期的な運営

②医療従事者への支援

③医療機関との連携

４  期化に伴う継続的な市 への理解、啓発・周知活動

Ⅳ

新しい生活様式に対応
した備え

１ 感染症予防対策

①執務環境の整備

②通信ネットワークの整備

③市 へのオンラインサービスの広報・
周知

２ 医療体制の拡充

①PCR検査センターの 期的運営

②医療従事者への支援

③医療機関との連携

３ 経済支援対策

①事業継続のための補助金活用の推進

②地元事業者に対するオンラインショップ
への支援
③クラウドファンディング活用の体制構築
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新型コロナウイルス感染症の主な動向 

年月 国 県 市 

令和２年

１月 
･国内初の感染者確認  ･ホームページ等による注意喚起 

･各種イベント中止 

２月 ･国内初の死亡事例確認 ･クルーズ船の乗客、県内受
け入れ 

･筑 市新型コロナウイルス感染
症対策本部の設置 

３月 ･全国の小中高臨時休校要
請（3/2 春休みまで） 

･県内初の感染者確認 ･休日・夜間の電話相談開設 
･市内小中学校休校 
･公共施設臨時休館 
･市内医療機関等に備蓄マスクを
提供 

４月 ･全世帯に布製マスク配布 
･全国に緊急事態宣言 
･特別定額給付金事業発表 

･県内初の死亡事例確認 
･特定警戒都道府県に指定 
･茨城県緊急事態措置発表 

･市内初の感染者発生 
･除菌液配布 

５月 ･厚生労働省「新しい生活様
式」を公表 
･全国の緊急事態宣言解除
決定 

･県独自のコロナ対策指針
発表 
･茨城県緊急事態宣言解除 
･コロナ対策指針の一部変
更 

･サーマルカメラ設置（本庁他） 
･全市 に布製マスク配布
･PCR検査センター開設（継続中） 
･特別定額給付金事業申請開始 
･事業者向け支援事業開始 

6 月 ･都道府県を跨ぐ移動の自
粛緩和 
･新型コロナウイルス接触
確認アプリ「COCOA」公開 

･茨城県独自のシステム「い
ばらきアマビエちゃん」の
運営開始 

･筑 市プレミアム商品券申請受
付 
・議会定例会にてコロナ支援策可
決 

7 月 ･GоTоトラベルキャンペ
ーン開始 

 ・臨時議会にて追加コロナ支援策
可決 

8 月   ・筑 市プレミアム商品券使用開
始 

9 月   ・議会定例会にて追加コロナ支援
策可決（GIGAスクール用 PC等）
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Ⅰ 複合災害（風水害等）への備え 

〔現状〕 

 現下の新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」という。）災害に加えて、今後、台風
等の風水害の発生しやすい時期やインフルエンザ時期とも重なり、これまで以上の対策を
講じる必要性が増している。 
 特に、風水害等の発生に伴い開設される避難所において、コロナを意識した対応は避け
て通れず、効果的な専門職員の配置も検討すべき点である。加えて、１０月以降はインフ
ルエンザの発症時期でもあり、高熱などの症状はコロナとの見分けがつかないことが予見
されており、喫緊の課題として浮かび上がっている。 
 一方で、避難誘導をする場合、避難所に頼るだけではなく、親戚・知人・友人宅等への
分散避難も視野に入れた広報・周知活動も重要である。 
 そのほか、庁内連携による避難所運営や職員の健康管理への配慮も必要である。 

〔課題〕 

 市災害対策本部と災害現場等（避難所を含む）との情報連携を密にし、緊急性を重視し
たオンラインシステムの構築が必要である。併せて、避難所での受入れ体制の整備として、
コロナを意識した受付体制の強化を図り、円滑な避難所運営が望まれる。 
 また、避難所のように多くの避難者を抱える施設で、懸念されるのはクラスター感染で
ある。これを発生させないための方策も同時並行で進めるべきである。 
 具体策は、以下のとおりである。 

１ 災害避難に係る環境整備 
① 災害時の情報伝達・情報共有のためのオンライン導入に要する初期費用 
② 円滑な避難所運営と避難所における空調設備や専門職員配置等の環境整備 
③ 避難所での備品確保・消耗品等の配置 
④ 避難マニュアルの作成と周知方法 
⑤ 避難所従事職員に係る衛生管理の徹底 

２ 分散避難に係る情報提供と避難者把握 
① 分散避難者の情報把握 
② 分散避難に係る情報提供と周知 
③ 分散避難に係る避難マニュアル的な書類の作成・配布 
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３ 診療体制づくり 
① 地元医師会との協力・連携の強化 
② 各診療所・クリニック等への支援 
③ ＰＣＲ検査センターの運営延 

４ クラスター感染対策 
① 避難所の空調設備の充実 
② 市内のホテル・旅館業組合との連携協定 

〔主要施策〕 

１ 災害避難に係る環境整備 

主な取組 

・災害本部と連携を図るための IT環境の整備 
・医療機関と連携を図るための IT環境の整備 
・各避難所の備品・消耗品リストを作成し備蓄品の管理 
・市  避難マニュアルの作成 
・感染予防対策の習得 

２ 分散避難に係る情報提供と避難者把握 

主な取組 
・指定避難所以外の避難者を把握する体制づくり 
・分散避難の考え方と身を守るための行動の広報周知 
・分散避難マニュアルの作成 

３ 診療体制づくり 

主な取組 
・医療機関との連絡体制の構築 
・医療機関との協力体制の構築 
・ＰＣＲ検査センター体制の充実 

４ クラスター感染対策 

主な取組 
・各避難所の空調設備の体制充実 
・市内ホテル等との連携協定による分散避難場所の確保 
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Ⅱ 冬季期間における備え 

〔現状〕 

 このままコロナが収束の気配もなく、冬季に向けても引き続いて対策を継続していかな
ければならないことは想定内であり、今後発生が予想される冬季特有のインフルエンザの
流行に注視しながら、コロナの感染防止に努めなければならない状況であり、リスク管理
は徹底すべきである。 
 また、冬季期間は暖房等で室内は密閉状態になるため、「３密」は避けられない。このよ
うな中での予防対策は、市としての当然の責務である。 
 加えて、コロナ罹患者は高齢者ほど重篤化する傾向にあることから、これに対する支援
も必要である。インフルエンザが原因で死亡する人は、年間で１万人余とのデータもある。
地元医師会との連携強化とリアルタイムな情報交換も必要である。 

〔課題〕 

 インフルエンザとコロナの見極めは非常に難しく、症状だけの区別は困難であるとの専
門家の意見もある。このため、市としての独自施策として、インフルエンザ予防接種補助
に併せ、室内換気システムの早期導入も課題として挙げられるとともに、地域の医療機関
における発熱外来の設置の在り方についても情報を収集しながら、市としての支援も必要
となってくる。 
 また、いずれか見分けのつかない、判断しづらい感染の疑いのある人への対応について、
自発的かつ早期にＰＣＲ検査を受けられるような体制づくりの検討も急がれる。そして、
最悪の事態を招かないため、インフルエンザ予防接種の必要性・重要性についても周知を
図る必要がある。 
 具体策は、以下のとおりである。 

１ インフルエンザ対策 
 ① 予防接種への補助又は無償化の検討 
 ② 予防接種の推奨と広報活動等の充実 

２ ＰＣＲ検査体制の拡充 
 ① 短時間でできる検査体制の構築 
 ② 医師会、関係部署との連携強化 
 ③ 発熱外来、相談窓口等の設置検討 
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３ 冬季期間における環境整備 
① 換気と防寒対策 
② 公共施設等の衛生対策 
③ 広報活動による感染症予防対策 

〔主要施策〕 

１ インフルエンザ対策 

主な取組 
・対象者及び補助費の拡大等を含めた検討 
・コロナと混同を避けるための注意喚起、インフルエンザ予防接種推進 

２ ＰＣＲ検査体制の拡充 

主な取組 
・短時間でできる検査体制の構築に向けて医師会・関係部署との連携強 
化 
・発熱外来、相談窓口等の設置を検討 

３ 冬季期間における環境整備 

主な取組 
・公共施設等の衛生対策に必要な消耗品や備品の設置 
・市庁舎の執務環境において定時換気の推進 
・家庭でできる冬季感染症予防対策の広報 

≪ＰＣＲ検査センターにおける筑 市の受検者数≫ 末日現在 
令和２年 
5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 総 数 

全体に占める 
筑 市の割合

受検者数 13 人 22 人 36 人 48 人 33 人 152 人 58.7％ 

※下妻市：54 人（20.8％）桜川市：28 人（10.8％）八千代町：9人（3.5％）その他：16 人（6.2％） 

≪コロナ感染者の推移≫                         末日現在
令和２年 
3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 総 数 

茨城県 24 人 139 人 5 人 6 人 120 人 251 人 112 人 657 人 

筑 市 0 人 2 人 0 人 0 人 2 人 3 人 1 人 8 人 
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Ⅲ １年以上先を見据えた備え 

〔現状〕 

 コロナとの戦いが始まって１０か月。依然として収束が見えず、４月末の緊急事態宣言
により落ち着いてきたものの、７月からの第２波襲来のさなかではあるが、社会経済の回
復に努めている状況にある。市としても、緊張感を持ちながら各種支援策を講じていると
ころであるが、国においては「新しい生活様式」の実践の例を挙げ、ウィズコロナ※1、アフ
ターコロナ※2という言葉により、感染拡大予防策を、広く国 に求めている。加えて、地域
活性化・需要喚起に向けて「ＧｏＴｏキャンペーン」の事業を展開しているところである
が、コロナ収束と経済の回復については、先行き不透明な状況にある。 
 一方、東京都、神奈川県をはじめ、京都・大阪・福岡といった大都市に感染者が集中す
る状況に変わりがない中、各都道府県では、独自の指標を使い、臨時交付金や財政調整基
金等を活用した独自の施策を展開して感染防止や経済回復等に努めている。本市において
も、国・県の施策を活用するとともに、地域の実態に合わせた独自施策も講じており、コ
ロナ感染者の数は少ない状況で推移しているが、今後の市 に対するコロナ感染予防対策
への支援や周知活動は、継続していかなければならないものと考える。 
 巷間では、今回のコロナによる打撃は平成２０年のリーマンショック以上であり、この
先、最低でも１年以上はこの状況が続くだろうという大方の見方もある。このため、今は、
まさに手さぐりの状況であると言わざるを得ない。 

〔課題〕 

 有効な治療やワクチンが開発されるまで続くと考えられている現下のコロナ禍の中、市
としては、市 の安 ・安全を第 に考えた施策を展開しなければならない。 
 まずは、新しい 活様式への対応であるが、既に 間では 部導 が進んでいるテレワ
ークや執務環境の分散化による勤務体制の整備とこれに伴うセキュリティ対策、更には市
 向けオンライン環境の構築は不可 である。
 また、コロナが 期化することによる医療体制への 援・拡充は きな課題でもある。
いつ収束するか見通せない状況の中で勤務する医療従事者への支援、地元医師会の協力に
より開設しているＰＣＲ検査センター勤務者への支援、そして、ＰＣＲ検査センターの継
続した運営支援も望まれるところである。加えて、新型コロナワクチンが開発された後の
対応も、今のうちから検討すべきと思われる。本市においても、「何人分のワクチンが確保

※1ウィズコロナ：新型コロナウイルスと共存・共栄していく生活のこと。コロナ禍から始まってワクチンや特効薬な
ど、ウイルスを効果的に閉じ込めるツールを私たち人間社会が獲得するまでの期間を指す。
※2 アフターコロナ：新型コロナウイルスが蔓延した後の世の中のこと。特効薬やワクチンが開発されて、コロナ禍の
状況をある程度コントロールできる状態を示す。
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できるのか」、「優先順位はどうするのか」等についても協議しておかなければならないで
あろう。 
 そして、 期化によって 番懸念されるのが、 評被害である。これは、感染した人や
その家族、濃厚接触者に対する偏見や蔑視、医療・介護関係者への誹謗中傷、感染してい
ない人に対するデマをＳＮＳ等で拡散させてしまうような話は枚挙に暇がない。誹謗中傷
による人権侵害などは絶対避けなければならない。加えて、コロナに対するストレスや自
粛警察と呼ばれる行為に対する市の対応も必要であり、継続的な市 への啓発・周知活動
も重要である。 
 具体策は、以下のとおりである。 

１ 執務環境・業務体制の見直し 
 ① 執務環境の整備 
 ② 勤務体制の見直し 
 ③ テレワークやオンライン会議の積極的な導入 
 ④ セキュリティ対策 

２  接触型の市 サービスの導 
 ① 各種申請に係るオンライン化の導入 
 ② キャッシュレス決済システムの導入 
 ③ リモートを活用した相談業務の確立 
 ④ オンラインシステム導入の周知 

３ ＰＣＲ検査体制や医療体制の強化 
 ① ＰＣＲ検査センターの 期的な運営
 ② 医療従事者への支援 
 ③ 医療機関との連携 

４  期化に伴う継続的な市 への理解、啓発・周知活動

〔主要施策〕

１ 執務環境・業務体制の見直し 

主な取組 

・庁舎等の空きスペースを活用した職場環境の分散化 
・執務環境の整備や時差出勤、ローテーション勤務の導入 
・テレワーク、オンライン会議に使用できる貸出用パソコン等の整備 
・職員の ITリテラシーの向上 
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２ 非接触型の市 サービスの導 

主な取組 

・窓口業務の電子化の導入（オンライン申請、オンライン予約システム
等） 
・キャッシュレス決済導入、口座振替の推進 
・リモートを活用した相談窓口の設置 

３ ＰＣＲ検査体制や医療体制の強化 

主な取組 
・検査希望制の導入に伴う補助 
・医療従事者へ特別給付金等の支給 
・看護師等潜在有資格者の登録の推進 

４  期化に伴う継続的な市 への理解、啓発・周知活動

主な取組 

・定期的な感染予防対策の周知・啓発 
・接触確認アプリ「ＣОＣОＡ」「いばらきアマビエちゃん」の活用の推
進 
・誹謗中傷への対策（資料編 P13 を参照） 

（広報筑 ９ １ 号抜粋）
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Ⅳ 新しい生活様式に対応した備え 

〔現状〕 

 国では、５月に新型コロナウイルス感染症対策専門家会議を踏まえ、「新しい生活様式」
を実践するよう公表した。その実践例として、（１）一人ひとりの基本的感染対策、（２）
日常生活を営む上での基本的生活様式、（３）日常生活の各場面別の生活様式、（４）働き
方の新しいスタイルについて例示しており、日常生活を見直すための「人との接触を８割
減らす１０のポイント」※3に併せて３密の回避、手洗い・咳エチケット・換気や、健康管理
の提言も行っている。 
本市としても、市 に対し３密回避、ソーシャルディスタンス、マスク着用など積極的
な習慣づけを徹底すべきである。加えて、７月以降第２波も経験した今、ウィズコロナの
環境下におけるコロナ対策の難しさを市   ひとりが、しっかりとした認識を持ち責任
ある行動をとるべきでもある。 

〔課題〕 

 この新しい生活様式を具現化するためには、国の実践例を参考に多角的に施策を検討し、
それを実践することである。現在は、筑 市新型コロナウイルス感染症対策本部を中 に、
その下部組織として新型コロナウイルス感染症対策連絡調整員組織があり、各部からの情
報収集等を行い、施策に反映すべく活動を行っているが、全体を掌握・コントロールする
組織の設置も検討すべき課題の一つである。 
 次に、環境整備に係る取組としては、オンライン会議、リモートワークの推進及び小中
学校におけるGIGAスクール構想の実現や分散教室も含めた検討、更には、市 へのサー
ビス向上の観点からは、感染防止策も含めたものとしてのオンライン申請やキャッシュレ
ス決済等への対応など、情報機器を使った対応は喫緊の課題でもある。 
 そのほか、感染防 と並 した経済 援や市 からの相談業務の充実も必須である。 
 現状のコロナ対策を推進するとともに、今後起こり得るであろう想定外のことについて
も対応・対処できる準備もしておく必要がある。 
 具体策は、以下のとおりである。 

１ 感染症予防対策 
 ① 執務環境の整備 
 ② 通信ネットワークの整備 

※3 「人との接触を８割減らす１０のポイント」：①ビデオ通話でオンライン帰省②スーパーは 1 人でまたは少人数です
いている時間に③ジョギングは少人数で公園はすいた時間、場所を選ぶ④待てる買い物は通販で⑤飲み会はオンライン
で⑥診療は遠隔診療⑦筋トレやヨガは自宅で動画を活用⑧飲食は持ち帰り、宅配も⑨仕事は在宅勤務⑩会話はマスクを
つけて
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 ③ 市 へのオンラインサービスの広報・周知

２ 医療体制の拡充 
① ＰＣＲ検査センターの 期的運営
 ② 医療従事者への支援 
③ 医療機関との連携 

３ 経済支援対策 
 ① 事業継続のための 

補助金活用の推進 
 ② 地元事業者に対する 
 オンラインショップ 
への支援 

 ③ クラウドファンディ 
ング活用の体制構築 

(企画課提供) 

〔主要施策〕 

１ 感染症予防対策 

主な取組 
・通信ネットワークの環境整備（テレワーク・オンライン会議の導入） 
・キャッシュレス決済システムの導入 

２ 医療体制の拡充 

主な取組 
・医師会、関係機関との連携 
・医療従事者への支援 
・夜間休日一時救急診療所の再開 

３ 経済支援対策 

主な取組 
・市内事業者によるオンラインショップの支援 
・クラウドファンディング活用の推進 
・事業継続のための補助金活用の推進 

≪クラウドファンディング≫ 
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新型コロナウイルス感染症に関連した人権尊重への願い

新型コロナウイルス感染症は、新型病原体ということもあり不明なことが
多く、誰もが感染し、広げてしまう可能性があることや重症化することがあ
るため、私たちは、大きな不安を抱きながら日常生活を送ることを余儀なく
されております。 
現在、密集、密接、密閉といういわゆる「３密」を避ける新しい生活様式
が求められており、一人ひとりが感染のリスクを理解し、想像力を働かせな
がら危険を避ける行動をとっていくとともに、社会全体としての連携と協力
が必要です。 
こうした状況のなか、感染された方やそのご家族、濃厚接触者に対する偏
見や蔑視、医療・介護関係者に対する誹謗

ひぼう
中傷等があったことが報道されて

います。仮に事実であるとすれば、極めて残念なことです。 
感染は誰にでも起こり得ます。正確な情報に基づき、冷静な対応をとるこ
とが何よりも大切なことです。 
ついては、新型コロナウイルス感染症の早期収束を願うとともに、併せて、

イルス感染症に関わる全ての方々の人
権が尊重されることを願います。 

令和２年８月１１日 
 須 藤   茂 
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筑 市の独  援策
市では、これまで、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し
て、市 へのコロナ感染拡 防 と不安払拭に努めるとともに、各部局からの意見等を加
味しながら市内経済の回復を主眼とした独自支援策を講じてきた。 
複合災害、冬季期間及び１年以上先を想定した備えとして検討した項目を本冊に列挙し
たが、今後、場合によっては、ケースバイケースの対応を余儀なくされる施策、新たに必
要とされる施策、更には市 の理解を得ながら全市的な取組が必要になってくる施策な
ど、随時検討しなければならない施策も当然出てくる。その他、予算的にも、国からの交
付金だけでは足りず、市からの財政出動、例えば財政調整基金の取り崩しも必要になって
くる事態も想定される。 
これまで市が実施した主なコロナ対策支援策を具体的に紹介すると以下のとおりであ
る。 

主な事業 概  要 

全市 への布製マスクの配布
市 1 人につきマスク 1枚を 5月に各世帯
に郵送 

希望する世帯への除菌液配布 
市内小学校や各支所等で希望する世帯に除
菌液を配布 

プレミアム付き商品券発行事業 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、
影響を受けている市内飲食店の支援及び家
計への負担軽減を目的としたプレミアム付
き商品券の発行 

プレミアム付き商品券配布事業 
子育て世帯（未就学児から 18歳の子がい
る世帯、ひとり親世帯）の生活を支援する
ため、対象者に商品券を配布 

水道料金(基本料金)2 分の１減免 
市 の 活や経済活動を 援するため、令
和 2年 10月から 12 月支払分について水
道料金の基本料金の 2分の１を減免 

ちくせい若者支援便事業 
帰郷できずに、県外で励む 18歳から 25
歳までの若者に対して、本市の地産品を中
心とした食材等を送付する支援 

 般市 向け（感染拡 防 ・不安払拭）
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主な事業 概  要 

GIGA スクール構想整備事業 
市内小・中学校の児童生徒 1人 1台の端末
機器（タブレット）の整備 

インフルエンザ予防接種助成事業（65歳
以上） 

今冬における、コロナ及びインフルエンザ
の同時流行に備え、重症化のリスクの高い
65歳以上の市 を対象とする 齢者イン
フルエンザワクチンの助成 

市立学校給食費助成事業 
小・中学校児童生徒の給食費保護者負担分
を軽減するため、令和 3年 1月から 3月の
学校給食納付金を減額 

地域力創造事業(「ちっくタッグ」による支
援事業)

筑 市活性化プロジェクト「ちっくタッ
グ」が実施する、飲食店のテイクアウト用
メニューの作成等の取組に対して支援 

市立学校修学旅行取消料等助成事業 
修学旅行等の内容の変更や延期、中止等に
伴う取消料のうち保護者が負担する経費の
補助

防災無線 別受信機導 事業
情報伝達 段として防災 政無線の 別受
信機を購 し市 に貸与

学校再開に向けた給食費支援事業 
分散登校時の軽食の提供及び学校再開時の
給食提供の無償化 

ＰＣＲ検査センター開設事業

真壁医師会の協力のもと巡回診療ＰＣＲ検
査センターを設置し、ドライブスルー方式
のＰＣＲ検査に特化して検査を行う。5 月
19 日から実施 

市庁舎等感染防止対策事業 
サーマルカメラ、図書除菌機、空気清浄機
等の導入 

保育所等感染症対策事業 
市内施設（公 、 間）に感染症予防のため
のマスクや消毒液等の消耗品の購入 

防災支援事業（避難所テント等購入） 
避難所における感染症対策に必要な資材の
購入 

3~4 か月健診医療機関委託事業 
集団健診から医療機関における個別健診へ
変更 

コロナ感染防止議場対策事業 
議場内の演台や議 席等にアクリル板パネ
ルを設置 
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主な事業 概  要 

コロナ感染症対策休業要請協力金 

県の要請や協力依頼に応じて、事業の休業
や営業時間の短縮をしている市内の事業者
に対して、県の協力金に上乗せして協力金
(5 万円)を交付 

中小企業等家賃支援事業 
新型コロナウイルス感染症拡大により売上
が減少した中小企業者に対して、店舗等の
賃借料を補助 

飲食店支援補助事業 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、
影響を受けている市内飲食店等が営業を維
持しながら、感染拡大防止対策に取り組む
設備等に要する費用を補助 

プレミアム付き商品券発行事業 

新型コロナウイルス感染症拡大により、影
響を受けている市内飲食店等の支援及び家
計への負担軽減を目的としたプレミアム付
き商品券の発行 

交通事業者支援事業 
交通事業者に対し、今後の感染症対策や利
用促進対策等を支援するため、支援給付金
を交付 

理容・美容業、療術業事業者支援事業 

新型コロナウイルス感染症拡大により、影
響を受けている市内の理容業・美容業（ヘ
アスタイリングを行う店舗に限る）、療術
業を営む中小企業者に給付金を交付 

ホテル・旅館業等事業者支援事業 
新型コロナウイルス感染症拡大により売上
が減少したホテル・旅館業等を営む中小企
業者の経営を支えるための給付金の交付 

事業継続支援事業 

新型コロナウイルス感染症拡大により売上
が減少した中小企業者のうち、国の持続化
給付金の条件を満たしていない事業者に市
独自の給付金を交付 

事業者向け（市内経済の回復） 
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主な事業 概  要 

宮山公園、道の駅感染防止対策事業 
「宮山ふるさとふれあい公園」と「道の駅
グランテラス筑 」における感染予防対策
として必要な備品を購入

事業者支援制度申請代行等支援事業 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受
けた中小企業者が、国・県の経済支援制度
を申請するため、資格を有する第三者に申
請書類の作成や申請手続きを依頼した際の
手数料の一部を補助 

貸切バス旅行支援事業 
市 向け旅 の貸切バス運 事業者に対し
支援金を交付

融資応援給付金事業 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
り売上が減少した中小企業者が公的融資を
活用し、企業活動を継続する取組を支援す
るため給付金を交付

旅行事業者支援事業 
市内旅行事業者に、広告宣伝費及び利用者
の旅行代金の一部を支援

新しい生活様式対応事業者支援事業 
感染防止対策や販路拡大等の「新しい生活
様式」を実践する中小企業者に対し、経費
の一部を支援

真岡鐵道支援事業 感染症対策や利用促進のため給付金を交付 

関東鉄道常総線支援事業 感染症対策や利用促進のため給付金を交付 

医療機関事業継続支援事業 
地域医療を支えている医療機関を支援する
ため給付金を交付 

保育事業関係支援事業(プレミアム商品券
の配布) 

保育施設や放課後児童クラブに従事する職
員を労うため、対象者に商品券を配布 



18 

筑 市新型コロナウイルス感染症対策ビジョン策定にあたっては、令和２年７月から 
１０月にかけて「新型コロナウイルス感染症対策連絡調整員会議」（計４回）を開催し、計
画書としてとりまとめました。 

会議の開催経過 
開催時期 会議 主な検討内容等 

令和２年 
７月２０日(月) 

第１回 新型コロナウ
イルス感染症対策連絡
調整員会議 

○第２波以降を想定した新型コロナウ
イルス感染症対策ビジョン策定につ
いて 
・各部局のビジョンの報告 
・今後のスケジュールについて 

８月７日（金） 第２回  ○第２波以降を想定した新型コロナウ
イルス感染症対策ビジョン策定につ
いて 
・施策の取捨選択・優先順位づけ・重複
施策の整理の検討 
・今後のスケジュールについて 

８月２８日（金） 第３回  ○第２波以降を想定した新型コロナウ
イルス感染症対策ビジョン策定につ
いて          
・現状と課題の報告 
・ビジョン策定の検討 
・今後のスケジュールについて 

１０月１日（木） 第４回  ○第２波以降を想定した新型コロナウ
イルス感染症対策ビジョンの骨子案
最終確認 
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用語の解説 

用  語 解      説 
IT リテラシー Information Technology（インフォメーション・テクノロジー）

の略とリテラシー（Literacy）を組み合わせた言葉で情報技術を
適切に活用できる能力のこと 

SNS Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サ
ービス）の略で、ソーシャル（社会的な）ネットワーキング（繋
がり）を提供するサービスのこと 

オンライン インターネットにつながっている状態 
キャッシュレス クレジットカードや電子マネー、口座振替を利用して、紙幣・硬

貨といった現金を使わずに支払い・受取りを行う決済方法 
GIGAスクール Global and Innovation Gateway for All（グローバルアンドイノベ

ーションゲートウェイフォーオール）の略で義務教育を受ける児
童生徒のために、1人 1台の学習者用PCと高速ネットワークを
完備すること 

クラウドファンディング 群衆（クラウド）と資金調達（ファンディング）を組み合わせた
造語で、インターネットを介して不特定多数の人々から少額ずつ
資金を調達すること 

クラスター感染 集団感染 
自粛警察 新型インフルエンザ等対策特別措置法第 32条に基づく緊急事態

宣言に伴う、行政による外出や営業などの自粛要請に応じない個
人や商店に対して、偏った正義感や嫉妬心、不安感から、私的に
取り締まりや攻撃を う 般市 やその 為・ 潮を指す俗語

ソーシャルディスタンス 社会的距離、大きなグループでの集まりを避けることを含む 
テレワーク Tele（離れた所）とwork（働く）をあわせた造語で、ICT（情報

通信技術）を活用した時間や場所にとらわれない柔軟な働き方 
発熱外来 ウイルスによる院内感染を防ぐため、医療機関が発熱などの症状

がある患者を一般外来と区別して診察する仕組み 
PCR検査 ポリメラーゼ連鎖反応（Polymerase Chain Reaction）検査の略で、

ウイルスの遺伝子を増幅させて検出する方法。具体的には鼻や咽
頭をぬぐって細胞を採取する検査 

リーマンショック 2008 年 9 月、アメリカの有力投資銀行であるリーマンブラザー
ズが破綻し、それを契機として広がった世界的な株価下落と金融
不安（危機）の総称 

リモートワーク 遠隔地で働くこと 
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筑 市新型コロナウイルス感染症対策「連絡調整員」要綱

令和２年４月２２日 市 決裁

第１ 連絡調整員の指名 
 各部局 から推薦を受けた職員とし、役職は課 補佐 は係 が望ましい。
第２ 連絡調整員の定数 
 各部局１名とする。ただし、保健福祉部 （以下「部 」という。）が認めた場合はこの
限りではない。 
第３ 連絡調整員組織の趣旨 
 全庁を挙げた新型コロナウイルス感染症対策推進に当たり、組織横断的な立場としての
役割を担い、全職員の情報共有に資するとともに客観的な意見を具申し、もって感染拡大
防止に寄与する。 
第４ 連絡調整員の役割 

保健福祉部 から出た指 ・命令は、当該部署の上司等からの指 ・命令に優先する。
部 から要請があった場合は、新型コロナウイルス感染症対策本部会議（以下「本部
会議」という。）及び連絡調整員会議（以下「会議」という。）へ出席する。ただし、
本部会議はオブザーバーとしての出席とする。 
当該部局内への情報提供、情報収集等に努め、部 から指 があった場合は、資料等
を提出する。 
その他、部 からの要請事項については、積極的に参画する。

第５ 連絡調整員会議の運営 
部 から指 のあった保健福祉部職員が会議を招集し議 となる。
会議は不定期開催とし、あらかじめ通知するものとする。 
会議には、顧問を置き、大所高所からの意見及び指示をすることができる。 
顧問には、副市 及び部 を充てる。
会議の庶務は、保健福祉部職員が担当する。 

第６ 附 則 
 この要綱は、市 決裁の から施 する。
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筑 市新型コロナウイルス感染症対策連絡調整員名簿

所属課所名 役職名 氏  名 備   考 

市 公室広報広聴課 課 補佐 古宇田 将人  

総務部総務課 課 補佐 國府田 貴裕  

企画部財政課 課 補佐 岩岡 和宏  

人口対策部人口対策課 課 補佐 大久保 勝浩  

税務部収税課 課 補佐 山縣 達朗  

市 環境部環境課 課 補佐 直井 真一  

保健福祉部社会福祉課 課 補佐 濵野 訓枝  

〃  高齢福祉課 課 補佐 岩下 寿子  

  〃  介護保険課 係   飯島 清美  

こども部  保健課 課 補佐 髙島 豊美  

経済部商工振興課 課 補佐 今井 洋子  

土木部都市整備課 課 補佐 國府田 博美  

上下水道部下水道課 課 補佐 國府田 純子  

会計管理者会計課 係   里村 明美  

教育委員会学務課 課 補佐 石嶋 充広  

議会事務局 課 補佐 谷島 しづ江  

農業委員会事務局 係   渡邉 静香  

 副市  菊池 雅裕 顧問 

保健福祉部 部   赤城 俊子 顧問 

保健福祉部健康増進課 副参事 稲見 昭子 議 



さいごに 

 新型コロナウイルス感染症対策には、いまだ妙薬はありません。まさに手探り状態です。
しかし、感染拡大防止には、これまでの経験や医学的な知見からの情報等を取り入れた積
極的な施策展開が必要であり、５月１９日に地元医師会の協力により開設したＰＣＲ検査
センターは、まさに積極的で先進的な施策であります。 
 人類史上、未曽有の事態に直面している新型コロナウイルス感染症をいかにして克服し、
感染者を抑え、市内経済を回復させるかが重要であり、市の責務として、今回策定したビ
ジョンを基本とし、変化する状況に臨機応変に対応しながら、市 の安 ・安全を守って
いくことが必要です。 
 しかし、今回のビジョンでの想定とは懸け離れた、全く予測のつかない事態が発生する
場合があるかもしれません。そのときには、改めて、新型コロナウイルス感染症対策連絡
調整員会議を招集し、ＰＤＣＡサイクルに則り、原因の究明と検討を い、筑 市新型コ
ロナウイルス感染症対策本部への提案をすることになることをあらかじめ断っておきます。 
 結びに、これまで本ビジョン策定に携わってきた関係者に敬意を表するとともに、今後
のコロナ対策の指針となることを大いに期待します。 

保健福祉部  赤 城  俊 子 

≪編集後記≫

新型コロナウイルスワクチンの開発が進んでいるものの、未だ収束の見通しがたたない状況にあ
ります。引き続き、新しい生活様式を取り入れながら感染症対策が大切となります。その備えとし
てこの度「筑 市新型コロナウイルス感染症対策ビジョン」を策定いたしました。短い期間の中で
はありましたが本ビジョン策定に携わった皆さまと検討を重ね策定することができました。顧問と
してご指導、ご助 をいただきました菊池副市 、 城保健福祉部 をはじめ、ビジョン策定まで
の工程を全力で共に取り組んでいただいた連絡調整員の皆さまに心より感謝申し上げます。 
なお、今後も新型コロナウイルスの感染状況によりビジョンの見直し、再検討が必要となること

も考えられます。その際は引き続きご協力をお願いいたします。 

 令和２年１０月   
          発行責任者 保健福祉部連絡調整員 





市の木（さくら） 市の鳥（つばめ）

市の花・春（なしの花） 市の花・秋（コスモス）


